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令和６年度事業計画 

 

地方公務員及び地域づくりに携わる関係者（以下「地方公務員等」という。）の地域社

会活動の推進を図る等地方行政の能率的な運営の確保と活力ある地域社会の実現に

資することを目的として、次の諸事業を行う。 

    

１ 地方公務員等研修支援事業 

地方創生・地方分権の時代にふさわしい地方公務員等の育成を図るため、都道府

県・市町村職員及び市町村議会議員等を対象とした研修を支援する。 

（1） 地方公務員等政策形成能力向上セミナーの開催 

地方公務員として必要な政策形成能力の向上を目的に、専門講師による講義

や自治大学校の協力を得て開発した研修用教材による演習を内容としたセミナー

を、地方公共団体等と連携し、全国５箇所程度で開催する。 

（2） 市町村議会議員政策形成支援セミナーの開催 

全国市議会議長会及び全国町村議会議長会の協力を得て、市町村議会議員

の政策形成の支援を目的に、専門講師による講演等を内容としたセミナーを、市

町村議会事務局と連携して、全国５箇所程度で開催する。 

（3） 地方公務員等及び住民を対象とした公開講座の開催 

自治大学校の協力を得て、地域における現下の様々な行政課題をテーマに現

職の地方公務員、自治大学校卒業の退職公務員及び広く一般の住民を対象とし

た公開講座を、都道府県と連携して、全国２箇所程度で開催する。 

（4） 人材育成等専門家派遣事業 

総務省公務員部の協力を得て、人事評価結果の活用、女性活躍、働き方改革

及び高齢層職員の本格活用等に取り組む地方公共団体等を支援するため、専門

家による情報提供、意見交換及びグループワーク等を内容とした講習会を、地方

公共団体等と連携して、全国１５箇所程度で開催する。 

 

２ 調査研究事業 

（1）地域社会における連携・協働に関する調査研究事業 

現下の市町村は、人口減少の加速化、超高齢化、社会インフラの老朽化等とい

った様々な資源制約に直面する一方、住民ニーズや地域の課題は益々複雑・多

様化していくことが想定されている。こうした情勢に対応し住民が快適で安心な暮ら

しを営んでいくためには、行政や地域コミュニティ組織、ＮＰＯ、企業、大学等、地
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域社会を支える多様な主体が組織の枠を越え、地域の枠を越えて連携・協働して

いくことは重要であり、これを担う主体の中における市町村の役割は大いに期待さ

れている。 

そうしたなか、令和６年度の調査研究では、公共私の連携を進めるうえで不可欠

な存在となりつつあるコーディネーター（地域内（外）で活動する様々な主体を連携

させ、当該地域の課題解決に向けた取り組みを進める者）の役割等について、その

活動・育成等の観点から事例を調査する。 

その調査の結果を報告書にまとめ、各地方公共団体等に配布する。 

 

（2）講演会等の開催 

調査研究にあわせて、地域コミュニティ等の活動に関する先進事例の紹介を中心

とした講演会を全国５箇所程度で開催する。 

 

３ 研修用教材作成事業 

地方自治制度及び地方公務員制度に関する職員研修用教材を作成し、各地方公

共団体の利用に供する。 

 

４ 政策先進事例集等作成事業 

自治大学校の協力を得て、地方公共団体における行政課題の中から共通するテー

マを選定し、そのテーマごとに先進的な地方公共団体の取組事例を紹介した事例集

を作成する。また、自治大学校研修生の研修成果のうち、特に優れた論文を取りまと

めた優秀論文集を作成する。 

これら作成した事例集等は、各地方公共団体における政策立案の参考資料や職員

研修用教材としての利用に供するため、各地方公共団体の研修機関等に配布する。 

 

５ 自治大学校研修生（卒業生を含む）の親睦と教養に関する協力 

自治大学校研修生が、在校時及び卒業後（自治大学校校友会）においても、相互

の親睦を図り、教養を高めるために行う行事等に協力するほか、自治大学校校友会に

関連する事務を受託する。 

 

６ 自治大学校研修生入校に関する業務の請負 

「総務省自治大学校施設の管理・運営業務請負契約」に基づき、自治大学校研修

生の「寄宿舎入舎に関する業務」並びに「研修経費の徴収及び国庫納入に係る業
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務」を行う。 

 

７ 書籍販売等事業 

自治大学校において研修生が使用する教科書、参考書等の書籍販売等事業を行

う。 

 

８ 調査研究及び企画開発機能の強化 

調査研究事業、研修用教材作成事業、政策先進事例集等作成事業を始めとする

専門的知識の必要な各種事業の実施に当たって複雑多様化する新しいニーズに対

処するため、エクスターナルアドバイザー及びリサーチパートナー制度により外部人材

の活用を図る。 

 

９ 情報提供 

各地方公共団体等に配布している調査研究及び企画開発の成果物等について広

く一般の利用に供するためホームページを活用して情報提供を行う。 

 

 

 

 


